
（注）数値は単純平均であり、特別区、一部事務組合及び広域連合を含まない。

（注）数値は加重平均であり、特別区、一部事務組合及び広域連合を含まない。
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（注）数値は加重平均であり、特別区を含み一部事務組合及び広域連合を含まない。

（注）数値は加重平均であり、特別区を含み一部事務組合及び広域連合を含まない。
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（注）数値は各年における４月１日現在の加重平均であり、特別区を含み一部事務組合及び広域連合を含まない。
（※）「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」（平成２４年法律第２号）による措置が無いとした
　　　場合の値である。
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